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■ 環境活動内容

温暖化防止活動
温暖化防止の抑制として改正省エネルギー法で運輸部門と荷主のエネルギー削減が義務付けられました。2006
年度はエネルギー削減のためのデータ把握の体制を整備し一定以上の荷主に対してデータ提供する仕組みを構築
しました。弊社は、従来から全国の輸送ネットワーク整備と情報システムの充実で輸配送の効率化につなげ輸送ト
ラックの燃料削減によりCO2排出量の抑制に努めてきました。特に生産メーカーとのSCM生産革新でトラック輸送
の臨時便を削減し定時定ルート便化、積載率向上、共同輸送、モーダルシフト推進等で輸配送効率化を図り便数、輸
送距離の最適化でCO2排出の抑制を図っています。

■ 輸送の効率化と温暖化抑制

トラック輸送の効率化

エネルギー削減・C02 削減
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積載率の向上
（幹線／支線／集配便）

定時定ルート便
運行見直しと臨時便の削減

輸送ネットワーク網の
再整備

ものづくり部門とのSCM生産革新による流通の効率化
・輸送ネットワーク網の構築　・TMS輸送管理システムの拡充
適正輸送機関の選択と積載効率UP
・定時定ルート便の運用管理　・モーダルシフト拡大

■ 輸配送ネットワーク整備
・TMS（輸配送管理システム）による積載率向上
・効率的な輸送計画による荷量変動対応
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輸送効率化による輸送トラック推移

・情報システムの拡充
・積載率向上
・ネットワーク整備
・帰り便活用

主幹線ルート
幹線ルート
支線接続

NW凡例

拠点凡例
幹線中継・集配拠点
ソリューションズ生産物流拠点
ネットワークス生産物流拠点
デバイス生産物流拠点
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■ 輸送エネルギー使用の把握（改正省エネルギー法対応）

●貸切便の“トンキロ”の把握の仕組み

トン（貨物重量）集計

算定方法（選択）
注：事業者が管理できる方法を選択する

NECグループ
の選択 選択理由

●協力会社（傭車）のデータ把握困難
●法人（荷主）別の区分が困難

●法人（荷主）別の対応が容易
●SCM活動で積載率向上を展開中

①燃料法

②燃費法

③改良トンキロ法

×
×
○

燃料使用量からエネルギー使用量
を算定

燃料と輸送距離からエネルギー使用
量を算定

積載率と車両の種類、積載別の輸送トンキロ
からエネルギー使用量を算定

D/B

キロ（距離）集計

D/B

D/BD/B

●トンキロ（トータル）
●荷主別トンキロ按分

●容積→重量換算
●拠点間は、県庁所在地距離

●荷主別トンキロ
●荷主別エネルギー使用量

（発着地点入力）

荷主別輸送費貨物車別積載率

（エネルギー使用量データ） （荷主按分データ）

（容積入力）

（輸送トラック別）

貸切便及び一般輸送便
（路線、宅配、航空、鉄道、船）の
エネルギー使用量 （2006年度実績）

●荷主別の“トンキロ”

●全輸送の使用エネルギー

 （2006年度実績）
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一般運送便■

貸切便■

16,900

報告基準

6,050 5,760 4,990 4,120

改良トンキロ法を採用

（千万トンキロ）

輸送機関別に個々の荷量容積と輸送距離の全体を把握し荷主別の輸送コストで按分を行い荷主別の“トンキロ”を算出します。


